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Ⅰ．はじめに
１．策定の背景
１）日本の人口減少と高齢化

日本の人口は、2008年（平成20年）をピークとして減少に転じました。国立社会保障・人口問
題研究所によると、人口は、2048年（平成60年）に１億人を下回り9,900万人程度、2060年（平
成 72年）には 8,700万人程度になると推計されています※1。全国の高齢者人口は 2042年（平
成 54年）に減少傾向になるものの、高齢化率は上昇し 2060年（平成 72年）には 39.9％になる
と推計されています。

国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、東京一極集中の是正を基本的な考え方としてい

ますが、東京圏においてさえ人口減少と高齢化の進行が予想されています。

こうした人口の構造変化により、働き手の不足、消費の落ち込みなど経済への大きな影響が

懸念されます。

このように、国の活力をつくり出すために最も重要な人口に関する諸問題について、「まち・ひ

と・しごと創生本部」事務局は、次のとおりまとめています。

・2008年に始まった人口減少は、今後加速度的に進む。
・人口減少による消費・経済力の低下は、日本の経済社会に対して大きな重荷となる。
・国民の希望を実現し、人口減少に歯止めをかけ、2060年に１億人程度の人口を確保する。
・まち・ひと・しごと創生は、人口減少克服と地方創生をあわせて行うことにより、将来にわた
って活力ある日本社会を維持することを目指す。

人口減少や高齢化等に伴う課題に対応するため、国は「まち・ひと・しごと創生法」及び「地域

再生法の一部を改正する法律」に基づき、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」を閣議決定しました(2014年（平成 26年）12月 27日)。
これらに基づき、各自治体はそれぞれの「地方人口ビジョン」と「地方版総合戦略」を策定しま

す。

2）総合戦略の政策５原則

総合戦略の策定は、次の５つの原則に基づいて行うものとされています。

※1 出生中位、死亡中位の場合。

①自立性：一過性の対症療法的なものにとどまらず、構造的な問題に対処し、地方自治体・民間事業
者・個人等の自立につながるようにする。

②将来性：地方が自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取り組むことを支援する施策に重点を置
く。 

③地域性：各地域は客観的データに基づき実状分析や将来予測を行い、地方版の総合戦略を策定・推
進し、国は利用者側の視点に立って支援を行う。

④直接性：限られた財源や時間の中で最大限の成果を上げるため、ひと・しごとの創出とまちづくり
を直接的に支援する施策を集中的に実施。 

⑤結果重視：明確な PDCA メカニズムの下に、短期・中長期の具体的な数値目標を設定し、政策効
果を客観的な指標により検証し、改善等を行う。
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３）猪名川町地域創生総合戦略の策定

本戦略は、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、本町の特性や特色などを様々な統計データ

等を活用しながら客観的に分析を行うことで明らかとなるまちの強み、弱みを把握し、「まち・ひ

と・しごと創生」に向けた目標、取り組みの方向性を総合的かつ計画的に実施するための施策

について必要な事項をとりまとめます。

 また、国や兵庫県の総合戦略も踏まえながら、町の最上位計画である第五次猪名川町総合

計画（以下、「総合計画」という。）との整合性を図りながら策定します。

４）兵庫県の総合戦略

「兵庫県地域創生戦略」の骨子を要約すると次のとおりとなっています。

（１）2060年の兵庫の姿
①個性ある多様な地域の中で心豊かな暮らしが実現する兵庫 
②医療、防災、多彩な歴史・文化の蓄積、教育力等に支えられた世界トップレベルの生活環境が
確保されている安全安心の兵庫 
③二地域居住など県内での交流が進み、国内外からの来訪者があふれる兵庫
④一人ひとりがその持てる力を最大限に発揮でき、社会を支える主人公となる兵庫
⑤世界経済をリードする基幹産業と地域に根差した地域産業が県内全域で展開される兵庫 

（２）地域創生への取組の基本的な考え方
①人口の「自然増」対策 
・多子型の出産・子育てが可能な社会を実現する 

②人口の「社会増」対策 
・地域に根ざした産業を振興する     ・人や企業、資本が流入する兵庫をつくる 

・個性あふれる「ふるさと兵庫」をつくる 

③地域の元気づくり 
・兵庫の産業競争力を強化する      ・健康長寿社会をつくる 

・住みたい地域をつくる           ・まちの賑わいを創出する 

・県土空間の安全・安心を高める

兵庫県の人口ビジョン 
出典：兵庫県地域創生戦略より抜粋 
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２．地域創生総合戦略の概要
１）計画期間

計画期間は、2019年度（平成 3１年度）までとします。
人口ビジョンのシミュレーションでは、2030 年（平成 42 年）を目処に合計特殊出生率が人口
置換水準の 2.07 まで上昇した場合（シミュレーション１）、合計特殊出生率はそのままに社会増
がやや好転した場合（独自推計）を 2060 年（平成 72 年）まで示しています。総合戦略では、
2060年（平成 72年）の姿を想定しつつ、2019年度（平成 31年度）までの具体的な計画を示し
たものとなっています。

２）総合計画との関係

本町では2010年（平成22年）3月に、まちづくりの根幹となる総合計画を策定し、2015年（平
成 27年）3月には後期 5カ年の計画を定めた後期基本計画を策定しました。
本戦略は、人口減少克服と地域創生を目的とした、「まち・ひと・しごと創生」に関する政策を

計画したもので、国や兵庫県の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を踏まえ、取り組み方針の整合

性を図ります。

その上で、本町のまちづくりについては、総合計画を最上位計画とし、総合戦略はそれを補

完するものとして体系化します。

総合戦略の骨格を成すのは、「猪名川町人口ビジョン」及び各種統計データの分析結果とし、

これらに基づき本町の課題を抽出し、まち・ひと・しごとの創生に向け、目標や実施していくべき

施策の基本的方向をまとめます。

総合計画と地域創生総合戦略の比較

区分 総合計画 地域創生総合戦略

策定根拠 

猪名川町の町行政に係る重要な計画の議決等
に関する条例
・平成 23 年に「地方自治法の一部を改正する
法律」が公布され策定義務がなくなり、策定
及び議決を経るかどうかは、町の判断に委ね
られている。

まち・ひと・しごと創生法 
・策定は、第9条による努力義務とされている。

主旨 
自治体の将来像の実現を目的とし、発展や振興
の方策を網羅的・総合的にまとめたもの。

人口減少抑制・増加推進による自治体の創生を
目的とし、人口ビジョンを重視し、特に人口対
策をまとめたもの。

達成目標 アウトプット、数値目標 
猪名川町「チャレンジ指標」

アウトカム、KPI（重要業績評価指標） 

【 総合計画と地域創生総合戦略の“すみ分け” 】 

 総合計画を町政の最上位計画と位置づけ、地域創生総合戦略はそれを補完するものとする。

 地域創生総合戦略の達成目標は、総合計画でアウトカム指標として設定しているチャレン

ジ指標に関しては、KPIとして設定することで、総合計画との整合性を図る。
 アウトカム指標でない場合は、総合計画の数値目標を達成させるプロセスで必要となるア

ウトプット指標とする。



4 猪名川町地域創生総合戦略

３）総合戦略の位置づけ

地域創生総合戦略は、総合計画等の上位・関連計画を踏まえながら、地域を挙げて「まち・ひ

と・しごと創生」に向けた取り組みを推進するため、国が示す「産・官・学・金・労・言」の構成員に

よる『有識者会議』、町長を本部長に構成する『推進本部会議』、中堅・若手職員で構成する『ワ

ーキング・グループ』で検討し、策定します。

また、高校生アンケート、各種団体ヒアリングなどを行い、町民意見を反映したものとなってい

ます。

猪名川町地域創生の位置付け・推進体制 

猪名川町地域創生有識者会議 委員 

分野 氏名 所属 備考 

（産）産 業 安井 一弘 猪名川町商工会 会長 副会長

（官）官公庁 多木 和重 兵庫県阪神北県民局 局長

（学）学 識
久  隆浩 近畿大学 総合社会学部 教授 会長

藤本 真里 兵庫県立大学自然・環境科学研究所 講師
兵庫県立人と自然の博物館 研究員

（金）金 融 古谷 昌哉 株式会社池田泉州銀行 日生中央支店 支店長

（労）労 働
井上 政一 連合川西・猪名川地区連絡会 事務局長

山上  豊 伊丹公共職業安定所 所長

（言）言 論 田川 雅士 ㈱ジュピターテレコム（Ｊ：ＣＯＭ）コミュニティチャンネル部 
関西メディアセンター芦屋事務所 アシスタントマネージャー

都市計画マスタープラン

国 長期ビジョン・総合戦略

（総合戦略基本目標）
①地方における安定した雇用を創出する
②地方への新しいひとの流れをつくる
③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
④時代に合った地域をつくり、安全なくらしを守るとともに、
地域と地域を連携する

総合計画

【将来像】
住みたい 訪れたい 帰りたい
ふれあいのまち「ふるさと猪名川」

【６つの施策大綱】
①笑顔あふれるふれあいのまち 猪名川

～地域・生活～
②こころ安らぐ自然に育まれたまち 猪名川

～環境・景観～
③いきいきと暮らせる健康長寿のまち 猪名川

～健康・福祉～
④こころ豊かな教育・文化のまち 猪名川

～教育・文化～
⑤活力とにぎわいのあるまち 猪名川

～都市・産業・観光～
⑥人びとと行政がともに歩むまち 猪名川

～行政運営～

兵庫県
地域創生戦略

猪名川町人口ビジョン
猪名川町地域創生総合戦略

猪名川町地域創生ワーキング・グループ

猪名川町地域創生推進本部会議
里山再生基本構想および実行プログラム

子ども・子育て支援事業計画

環境基本計画

等の町の各種計画

反
映

町民・各種団体

 高校生アンケート調査

 団体ヒアリング
・登録子育てグループ
・まちづくり協議会 等

 パブリックコメント

猪名川町地域創生有識者会議

（分野別氏名五十音順・敬称略）
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４）総合戦略の構成

総合戦略の構成は以下のとおりです。

基本的な考え方
総合戦略の基本的方向性や政策検討の際の視点を、「猪名川町人口ビジョン」や統計分析結

果など総合的かつ客観的に検討し、①基本方針、②数値目標、③重点施策、④各施策におけ

る KPI（重要業績評価指標）の設定、⑤実施検討事業に分けて記述しています。
また、総合戦略に基づき、政策的連携を図り重点的に実施を検討するプロジェクトを重点プロ

ジェクトとして整理しています。

①基本方針
基本的な考え方に基づき、地域創生総合戦略を構成する施策の柱となる基本方針を設定し

ます。本戦略では、３つの基本方針を設定しています。

②数値目標
基本方針に則り、町として実現すべき成果を重視した目標を設定します。目標は、国の総合

戦略に示されたとおり、アウトカム（町民にもたらされた具体的な便益）を原則として設定します。

③重点施策
基本方針及びその数値目標の達

成に向けて取り組むべき具体的な施

策を記載します。

④各施策における KPI（重要業績評価
指標）の設定
施策の効力を維持・向上させるた

めにはＰＤＣＡサイクルによる改善が

必要です。施策の効力の確認は客

観的な評価で行うことが望ましいため、

重 要業績評価指標 （ KPI=Key 
Performance Indicator）を設定しま
す。

⑤実施検討事業
以上の基本的な考え方及び①～

④に基づき、実施検討すべき事業を

記述しています。

重点プロジェクト
総合戦略に基づくまちづくりをこれ

から進めるための重点プロジェクトに

ついて定めています。

重点プロジェクトは、①~⑤に示す
様々な事業に関連するものであり、施

策を横断的・有機的に結びつけたものです。

①基本方針

③重点施策
②数値目標 

④KPI 
（重要業績評価指標）

⑤実施検討事業
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Ⅱ．猪名川町地域創生の基本的な考え方 
１．人口から見る猪名川町の姿
1）本町にも訪れる「人口減少時代」

本町の人口推移、将来人口については、別冊の「猪名川町人口ビジョン」に詳細を掲載しま

すが、ここではその内容を抜粋しながら、本町の将来の姿を考えていきます。

本町の人口は、2010年（平成 22年）10月に行われた国勢調査では 31,734人でした。国立
社会保障・人口問題研究所が 2013 年（平成 25 年）3 月に公表した推計によると、2015 年（平
成 27年）をピークに減少に転じ、2060年（平成 72年）には 25,291人まで減少し、ピークとされ
る 2015年（平成 27年）に比べ 6,883人の減少となっています。

2015 年（平成 27 年）3 月に策定した総合計画後期基本計画では、2019 年（平成 31 年）の
人口予測をもとに、将来の目標人口として『32,000 人』と設定していますが、その後は人口減少
が進む推計結果となっています。

2008年（平成20年）をピークに人口減少に転じている日本の総人口よりも減少傾向は緩やか
であるものの、本町においても確実に人口は減少することが予想されます。

出典：実測値-国勢調査、推計値-国立社会保障・人口問題研究所による推計に準拠 

※基準人口である2010年（平成22年）の数値の端数処理等の関係で、国立社会保障・人口問題研究所から公表されて

いる数値と推計値に若干の乖離が生じる場合がある。 

人口の推移及び将来の見通し

11,526 

21,534 

29,094 

31,734 32,157
31,200

29,651

27,684

25,291

32,000 

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

（
人
）

総人口 総計における2019年の目標人口

実測値 推計値 

総合計画後期基本計画における目標人口

●総合計画における 2019 年度の目標人口 
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年齢区分別では、年少人口（0 歳～14 歳）、生産年齢人口（15 歳～64 歳）が大きく減少し、
一方で、老年人口（65歳以上）は増加すると推計されます。2010年（平成 22年）と 2060年（平
成 72 年）を比較すると、年少人口は約半数に、生産年齢人口は約 6 割に減少し、老年人口は
約 1.6倍となります。
人口減少が地域に与える影響として、規模そのものの縮小とともに世代間のバランスが変化

することが、労働力や購買力減少による地域経済の減退、税収入の減少や医療・福祉制度の維

持など行財政運営などに大きな影響を及ぼすと想定されます。

出典：実測値-国勢調査、推計値-国立社会保障・人口問題研究所による推計に準拠 

年齢 3区分別人口の推移 

出典：実測値-国勢調査、推計値-国立社会保障・人口問題研究所による推計に準拠 

人口ピラミッド（50 年間の比較）
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２）対策を講じた場合の将来展望 

前述した国立社会保障・人口問題研究所の人口推計は、この先、人口減少対策を行わなか

った場合の推計と言えます。今後、自然減対策を講じた場合（シミュレーション１）、社会減対策

を講じた場合（独自推計）を想定し、シミュレーションを行った結果を示します※2。各シミュレーシ

ョンにおける推計の諸条件は以下の通りです。

推計方法と諸条件 

推計方法 推計条件 

パターン１ 全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した場合
（国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠）

シミュレーション１ 
パターン１に対し、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保
てる水準の 2.07）まで上昇した場合 
（内閣府提供ワークシートによる設定値）

独自推計 パターン１に対し、社会増減に関する条件が 2025 年以降やや好転した場合
（2025 年以降の各年齢階級の移動率にそれぞれ 0.01 を加算） 

将来人口推計（全町） 

本町の合計特殊出生率は 1.24 と非常に低迷している一方で、子ども女性比は高くなっていま
す※3。このことから、出産や死亡による自然増減よりも、転入転出による社会増減に対策を講じて

いくことが本町の特性にあった取り組みとなります。そのため、独自推計で示す 2060年（平成 72
年）の約 27,000人の人口の維持を将来展望とします。
※2 各年齢階級における各種仮定値の詳細は、人口ビジョンの５．参考資料を参照。
※3 合計特殊出生率及び子ども女性比の詳細は、総合戦略の 12 ページを参照。
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 人口減少を改善するための各種対策をしても、2060 年（平成 72 年）の段階では人口の減
少傾向は続いています。これは、既に少子化・人口減少が進んでいる状態においては、たと

え合計特殊出生率が今すぐに人口を一定に保つ水準（置換水準）と言われる2.07まで急激
に回復したとしても、その子どもを産む世代の女性の絶対数が減っているため、その効果が

なかなか現れないためです。

 事実、日本の出生率が 2.0 を下回ったのは 1975年（昭和 50年）で、その後低下の一途を
たどりましたが、2008年（平成 20年）までは人口は増加しています。

 出生率の向上の影響が発現するのは、その時に生まれた子どもが成人し、子どもを産むよう

になった頃、すなわち約 30年後に、ようやく人口への影響として現れます。
 年齢区分別のシミュレーション結果をみると、シミュレーション１では 2020年（平成 32年）頃
から年少人口（0 歳～14 歳）は若干の増減はありますがほぼ一定水準となります。生産年齢
人口（15歳～64歳）は 2045年（平成 57年）から一定水準となります。一方、老年人口（65
歳以上）は 2045年（平成 57年）まで増加し、その後減少に転じます。2060年（平成 72年）
の段階においても人口減少は続きますが、それは老年人口の減少が要因であり、高齢化率

は改善し、この先人口が一定水準になる兆しがうかがえます。

 独自推計においても、年少人口（0歳～14歳）は 2030年（平成 42年）頃から、生産年齢人
口（15歳～64歳）は 2045年（平成 57年）頃から減少傾向は緩やかになります。老年人口
（65歳以上）は 2045年（平成 57年）に減少に転じるため、高齢化率の上昇は抑制されます
が、2060年（平成 72年）以降も人口減少の傾向は３区分とも続きます。

対策を講じた場合の推計における年齢 3区分別人口の推移 
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２．猪名川町における地域創生の視点
1）既婚率の低下と男女の人口バランス

人口減少の主要な要因のひとつに全国的な既婚率の低下があります。兵庫県の未婚率の推

移を見ると、1990 年（平成 2 年）では、男女とも 5％未満であった未婚率が、2010 年（平成 22
年）には男性で 13.8％、女性で 10．6％と大幅に増加しています。さらに全国推計では、2030
年（平成 42年）には男性の生涯未婚率が約 30%、女性で約 23％になると見込まれています。

出典：国勢調査（2010 年） 

兵庫県の生涯未婚率の推移

本町の未婚率（15 歳以上）は、男性は兵庫県内で一番低く、結婚している割合が高くなって
いる一方、女性の未婚率は 21位とほぼ中位です。

出典：国勢調査（2010 年） 

兵庫県内市町の未婚率（15 歳以上、上段：男性 下段：女性）
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一方で、本町の人口千人あたりの婚姻件数を見ると、全国平均や兵庫県平均を大きく下回っ

ています。男性を中心に比較的未婚率が低いことを踏まえると、ニュータウンの開発が進んだ本

町では、町外で婚姻し、その後、転入するケースが多かったことが推測されます。

出典：人口動態調査 

本町の人口千人あたりの婚姻件数 

年齢別の人口ピラミッドを見ると、20 歳以上では、65 歳~69 歳を除くすべての年齢階級で女
性の人数が多くなっています。20~44歳で見ると、男性 100：女性 114 と男女人口の不均衡がう
かがえます。

時代や地域に関わらず、男児105：女児100の程度の割合で子どもが産まれます※4。それが、

10 代後半から 20 代前半で若者が町外に転出する際に男女のバランスが崩れています。30 代
~40 代では転入超過になりますが※5、その方々は町外で婚姻しているケースが多く、町内での

婚姻件数が低いことを踏まえると、本町における 20代~40代前半の女性は、同年代の男性と比
較して不均衡な状態にあり、結婚を希望する女性に対し出会いの場を作る支援が必要なことがう

かがえます。

出典：国勢調査（2010 年） 

本町の人口ピラミッド 

※4 厚生労働省「人口動態調査」より
※5 年齢階層別の移動数の詳細は人口ビジョンのとおり。

2010年
男(人) 女(人)

 0～4歳 732 719
 5～9歳 977 875
 10～14歳 887 904
 15～19歳 860 845
 20～24歳 701 780
 25～29歳 590 712
 30～34歳 845 979
 35～39歳 1,070 1,226
 40～44歳 1,060 1,171
 45～49歳 944 1,071
 50～54歳 957 1,158
 55～59歳 1,231 1,253
 60～64歳 1,272 1,326
 65～69歳 1,065 999
 70～74歳 711 718
 75～79歳 502 636
 80～84歳 331 565
 85～89歳 177 427
 90歳以上 78 373

20～44 歳 

男性：4266 人 

女性：4868 人（対男性比 1.14） 
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２）合計特殊出生率と子ども女性比

人口減少の主要な要因の１つとして、合計特殊出生率の低下が挙げられます。本町の合計特

殊出生率の平均は、1.24 であり、いずれの年度においても全国及び兵庫県より低い傾向にあり
ます。2010年（平成 22年）は、1995年（平成 7年）～2005年（平成 17年）と比較してやや回
復傾向にありますが、この傾向は全国や兵庫県も同様です。

出典：猪名川町子ども・子育て支援事業計画 

合計特殊出生率の推移

一方で、15-49 歳の女性人口と 0-4 歳人口を比較した「子ども女性比」を見ると、全国や兵庫
県平均よりもわずかに高くなっており、他地域と比較して子どもがやや多いことが分かります。

これは、第一子（または第二子以上）を町外で産んだ後に転入する世帯が多いことが要因と考

えられ、またそれが、合計特殊出生率が低調なひとつの原因と考えられます。地域創生総合戦

略を検討する際、「子育て世代の転入促進」と「合計特殊出生率上昇」を併せて考える必要があ

ります。

子ども女性比の比較

区分 全国 兵庫県 猪名川町 

総人口 128,057,352 5,588,133 31,734 

0-4 歳人口 5,308,218 236,222 1,451 

15-49 歳女性人口 27,194,928 1,206,321 6,784 

子ども女性比 0.195 0.196 0.214 
出典：国勢調査（2010 年） 
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転入者と転出者の属性・意向（猪名川町転出・転入調査結果より） 
総合計画後期基本計画策定の際に実施した転出者・転入者対象のアンケート調査から、どんな方が転

出し、転入しているか、またその理由は何かを見てみます。

調査は、2014年（平成 26年）3月~4月に実施、転出 180票、転入 138票の回答を得ました。
転出では、「単身世帯」、「20~29 歳」、転出理由は「仕事の都合」が最も多くなっています。主な転出先
としては、兵庫県内と大阪府内となっています。また、学生の場合、転出届を出さないことがある点を考慮

する必要があります。

転入では、「単身と親子（二世代）」「20 代~40 代」の幅広い年齢層が多くなっています。親子や三世代
の場合、子どもの数は「1人」が最も多く、下の子の年齢は「未就学」が 4割以上となっています。転入前は
隣接市が 34%を占めます。転入理由は「住宅購入・賃貸住宅借換え」が最も多くなっています。

Topic！ 

転出 転入 

○世帯構成 

○世帯主年齢

○子どもの年齢（年少者）

○転出先の居住地 

○転居の理由

○世帯構成 

○子どもの年齢（年少者）

○世帯主年齢

○転入前の居住地 
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３）働き方と子どもの数 

本町の就業率は、男性は全国及び兵庫県平均と比較しても高い値ですが、女性は相対的に

低くなっています。また、女性について年齢階層別に見ると、20~29 歳までは全国及び兵庫県
平均よりも高いものの、30 代以降は下回っています。結婚・出産を機に女性が離職する傾向が
より顕著であり、育児をしながら働ける環境づくりが必要なことを示唆していると言えます。

出典：国勢調査（2010 年） 

兵庫県の市町の就業率の比較（15 歳以上 上段：男性、下段：女性）

出典：国勢調査（2010 年） 
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働き方と合計特殊出生率（まち・ひと・しごと創生本部「地域少子化・働き方指標」より） 
働き方と合計特殊出生率の関係について、「地域少子化・働き方指標」より見てみます。

女性の有業率と育児をして

いる女性の有業率の差が小

さい、つまり、出産を機に離職

することがなかったり、離職し

ても早い段階で復帰したり別

の働き方ができる方が合計特

殊出生率は高くなっていま

す。女性の就業・社会進出が

少子化を促進したといった説

もありましたが、むしろその逆

の傾向が見られます。

また、合計特殊出生率に

関連する働き方は、女性だけ

に限りません。週 60 時間以
上働く雇用者の割合が大きい

ほど、合計特殊出生率が低く

なる傾向があります。理想の

数の子どもを産めない理由と

して、「経済的理由」、「年齢・

体力的理由」、「仕事との両

立」とともに「夫・家族のサポ

ート不足」があります。

男女に関わらず、長時間

労働が合計特殊出生率を下

げる背景のひとつとしてあるこ

とがうかがえます。

さらに、通勤時間と合計特

殊出生率にも負の相関があり

ます。図中の兵庫県は、全国

平均より通勤時間が長く合計

特殊出生率が低くなっていま

す。本町においても、町外で

働く方が多く、通勤時間が長

いことが推測されます。

Topic！ 

出典：まち・ひと・しごと創生本部「地域少子化・働き方指標」より抜粋 

合計特殊出生率：厚生労働省「人口動態統計」（2014 年） 

女性有業率、労働時間割合：総務省「就業構造基本調査」（2012 年） 

1 日当たりの通勤等時間：総務省「社会生活基本調査」（2011 年） 
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４）交流人口の動向

交流人口増加の基本となる観光ですが、観光客数は兵庫県内で 30位と多くはありません。資
源分類別でも、「いながわ桜まつり」、「あじさいまつり」等を含めた「自然」「行祭事・イベント」、

「多田銀銅山」や「多田銀銅山 悠久の館」を含む「歴史・文化」、「奥猪名健康の郷」を含む「温

泉・健康」、「青少年いこいの家」やゴルフ場を含む「スポーツ・レクリエーション」のいずれも兵庫

県内で 25位以下となっています。
しかし、資源別分類の「その他」は兵庫県内 5 位と上位にあり、その中には道の駅いながわが
あります。道の駅いながわは、週末やイベント時を中心として、町内の人気施設となっています。

近年、道の駅は、駐車場とトイレを有する立ち寄り・休憩施設から、道の駅自体を目的地とする

動きが主流となりつつあります。また、地域の農業従事者が新鮮な農作物などを持ち寄り、道の

駅という高い知名度と集客力で町外の人にそれらを販売する、地域の交流拠点・産業振興拠点

としての機能を発揮しています。さらには、防災機能、福祉や公共交通の結節点といった行政サ

ービスの拠点機能を持つなど、役割が進化しています。

本町においても、観光だけでなく、農業振興の面からも道の駅いながわの役割の進化が求め

られていると言えます。

出典：兵庫県観光客動態調査報告書（2013 年） 

兵庫県内の市町の観光客数の比較 
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